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台風第１５号・第１９号等の災害対応における課題及び今後の考えについて 

 

 今回の一連の台風では，次表のとおり，過年度に比べ多くの市民等が避難を行いまし

た。 

特に，台風第１９号では，直近の台風第１５号の影響に加え，気象庁から最大限の警

戒を呼び掛ける発表があったことから，多くの市民等の避難行動につながったものと考

えています。 

本市としては，事前の準備・対策を行い，早期に「警戒レベル３：避難準備・高齢者

等避難開始」を発令し，水害避難所を開設するとともに，気象見通しを踏まえて「警戒

レベル４：避難勧告」を発令しました。 

結果として水害避難所の開設は長時間に渡り，これまでにない人数の避難者の受入れ

を行い，また，この間，公共交通機関の計画運休による職員の参集が困難な状況もあっ

たことから様々な課題が明らかになりました。 

今後も激甚化する気象災害が頻発する可能性があること，また，今回の一連の災害を

受けて，市民等の避難等に関する様々な意識変化が見られたこと等を踏まえて，現時点

での災害に関する対応策全般の課題を整理し，今後の考え（案）をまとめるものです。 

 

（表）避難情報発令に伴う避難者数の状況について（平成２９年度以降） 

年度 災害 発令した避難情報 避難者数 

平成２９年度 ８月１日 

大雨・洪水警報 

〇避難勧告 ５人 

 ８月７日・８日 

台風第５号 

〇避難準備・高齢者等避難開始 

 

１４人 

 １０月２２日・２３日 

台風第２１号 

〇避難準備・高齢者等避難開始 ３３人 

平成３０年度 ７月２８日・２９日 

台風第１２号 

〇避難準備・高齢者等避難開始 １１０人 

 ９月３０日・１０月１日 

台風第２４号   

〇避難準備・高齢者等避難開始 ６６人 

令和元年度 ９月８日・９日 

台風第１５号 

〇避難準備・高齢者等避難開始 

〇避難勧告 

３５０人 

 １０月１１日－１３日 

台風第１９号 

〇避難準備・高齢者等避難開始 

〇避難勧告 

４，６７５人 

 

  

令 和 元 年 １ １ 月 １ ９ 日 

災害対策等特別委員会 資料４ 
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１ 配備体制について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 鉄道の計画運休等による，職員の参

集が困難な状況下での人員確保を行

うこと。 

・計画運休の情報の把握，周知とと

もに，事前参集の在り方について検

討を行う。 

・自家用車での参集について考え方

を整理する。 

(2) 水害避難所の従事職員が不足したた

め，人員確保を行うこと。 

・今回，警戒配備での対応を行った

が，１号配備以上の配備体制の格上

げを早めに行う。 

・市外在住者を中心にした水害避難

所等応援職員の活用を図る。 

・来年度の従事指名に当たり，会計

年度任用職員等による増員を図る。 

・避難者にも，運営協力をお願いす

る。 

(3) 長時間対応を余儀なくされた従事職

員もいたため，職員の負担軽減を図

る必要があること。 

（特に水害避難所は交代要員が不

足） 

・職員の従事時間の上限を定め，シ

フトを組むとともに，不足に備えて

全庁的な応援体制を組む。 

(4) 暴風時の現場対応など，職員に危険

が生じる場合があるため，安全確保

を行う必要があること。 

・監督者及び従事職員に対して，職

員の安全を第一に考え，休憩時・帰

宅時を含め安全管理を徹底する。 

(5) 従事職員の食料について，事前の確

保が必要であること。 

・職員用の備蓄を進めるとともに，

自身の食料等を備えておくよう周知

を図る。 

・長期化した場合に備えて，避難者

の食料の確保と合わせて，協定先か

ら調達を行えるよう事前調整を行

う。 
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２ 避難行動について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 避難勧告等を発令した際に，近くの

避難所を尋ねる問い合わせが多かっ

たことから，周知を行うこと。 

・ホームページ，ツイッター，メー

ルマガジンのほか，レディオ湘南と

の連携により避難所開設情報の周知

を図る。 

・今年度からの３年計画で，水害避

難所等に指定されている施設の入り

口等に，避難所を表す看板を設置

し，平常時から，避難所について浸

透を図る。 

(2) 自宅が洪水浸水想定区域や土砂災害

警戒区域に位置をしているか確認す

る問い合わせが多かったことから，

平時の周知を行うこと。 

・広報等により，平時から自宅等の

状況について，防災ナビ（小冊子）

やハザードマップ等で確認を行うよ

う周知を行う。 

(3) 自治会・町内会，自主防災組織，民

生委員児童委員により，避難行動要

支援者への声掛けや安否確認等の活

動を行っていただいた事例があった

ことも踏まえ，より多くの団体，支

援者にご協力いただくこと。 

・毎年度実施している自主防災組織

へのアンケートに，今回の台風にお

ける対応に関する項目を追加し，そ

の結果を踏まえて，好事例等を広く

周知する。 

・避難行動要支援者にも，「自助」の

大切さや近隣との関係づくりの重要

性について浸透を図る。 

(4) 要配慮者が自身で避難できない場合

に，移送手段の確保を行う必要があ

ること。 

・市での移送手段の確保について関

係部局による協議を行うとともに，

福祉避難所（二次）の協定を締結し

ている施設と，福祉車両の提供等に

ついて協議を行う。 

 

 

３ 水害避難所について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 避難所により避難者の受付方法が異

なっていたことから，整理が必要で

あること。 

 

・水害避難所は，一時的な避難場所

であるため，人数把握を主眼とした

受付簿に統一を図る。 
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番号 課題 今後の考え（案） 

(2) ペット避難について，原則，飼い主

で避難先を確保していただく考えで

あったが，ペット同行での避難者が

多く，一部の避難所で受入れを行っ

たことも踏まえ，ペット受入ルール

について，整理が必要であること。 

 

・施設管理者との協議を行い，ペッ

ト受入の共通ルールを作成する。 

・施設ごとの受入可否，場所，条件

等の情報を事前に周知を行う。 

(3) 地区防災拠点本部と水害避難所との

連絡に支障があった事例があったこ

とから，連絡手段の確保を行うこ

と。 

 

・現在のＭＣＡ無線の状況等につい

て検証を行い，設置場所の変更等含

め検討を行う。 

(4) 避難者が飲酒・喫煙する事例もあっ

たため，避難所運営のルールを理解

していただく必要があること。 

 

・水害避難所運営の基本ルールを作

成し，避難者に配布，壁に貼付する

など対応を行う。 

(5) 避難者に対して，食料（クラッカー

等）の提供を行ったが，食料等は原

則として，避難者自身で用意をして

いただく考えであるため，理解を広

げる必要があること。 

 

・原則として，食料等も含め必要な

物品は「自助」として避難者自身で

用意をすることを周知する。 

・備蓄食料の提供に際する基準につ

いて，今後整理を行う。 

(6) 避難所の避難スペースが分からない

といった事例もあったため，避難所

のみならず避難スペースについて周

知を図る必要があること。 

 

・避難所のスペースについて，再確

認を行い，避難スペースを明記した

資料を作成し，広く周知を行う。 

(7) 避難所によっては，当初想定のスペ

ースでは不足したため，避難スペー

スの確保が必要であること。 

 

 

 

 

 

・施設管理者と，避難所の他の部屋

の活用について検討を行う。 

・地域市民の家など，避難状況に応

じて，開設の検討を行う。 
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番号 課題 今後の考え（案） 

(8) 原則として，車両避難は，所有者が

自身で避難先を確保する考えであっ

たが，避難所には，車両で避難する

方も多数いたことから，車両避難の

考えについて，整理を行う必要があ

ること。 

・車両避難についてはスペースの問

題もあることから，車いすの避難者

など配慮を要する方への対応を中心

に検討を行う。 

 

(9) 避難所での提供物資としては，必要

に応じて毛布やゴザを配布している

が，高齢者等要配慮者の受入環境と

しては不十分であり，環境整備を行

う必要があること。 

また，要配慮者の受入れに当たり，

対応できる人材の確保を図る必要が

あること。 

・要配慮者の受入に際して，マット

等の備蓄について検討を進める。 

・備蓄している簡易型テント，仕切

板の活用を行う。 

・要配慮者の対応に当たっては，災

害時福祉ボランティアに協力を求め

るなど，人材確保に努める。 

・長期化した場合に備え，福祉避難

所（二次）との調整を行い，受入体

制について再確認を行う。 

・福祉避難所（二次）での受入が困

難になることも想定し，一定規模の

福祉避難所スペースの確保を検討す

る。 

(10) 江の島にある水害避難所として，湘

南港港湾管理事務所（ヨットハウ

ス）及び江の島市民の家を指定して

いるが，湘南港港湾管理事務所は高

潮被害が想定されること，また，江

の島市民の家は土砂災害警戒区域に

位置していることから，台風到来時

における島民及び観光客の避難につ

いて，避難対策を講じる必要がある

こと。 

（台風第 19 号では，土砂災害警戒情

報の発表も見込まれたことから，江

の島市民の家を閉鎖し，臨時的に江

の島サムエル・コッキング苑内の松

本館を開設した。） 

・江の島防災対策協議会等と，台風

の到来が予想される場合には，原則

として島外避難を図ることを前提

に，協議を行う。  
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４ 土のうの提供について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 市民配布用の土のうが不足したた

め，土のうの供給体制を整えるこ

と。 

また，市民センター・公民館への土

のう運搬の車両・人員確保が必要で

あること。 

 

・土のうの備蓄計画を作成するな

ど，事前に各地区に必要となる土の

うの備蓄を図る。 

・土のう配布ルールを作成する。 

・車両や人員確保について，関係部

局で協議を行う。 

 

５ 停電について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 台風第 15号において，東京電力パワ

ーグリッド（株）では，スポット的

な停電状況の把握ができなく，ま

た，復旧見通しが不透明であったこ

とから，市として，早期把握，復旧

に向けた東京電力パワーグリッド

（株）への情報提供，市民への情報

周知を図る必要があること。  

 

・地域情報として停電情報を集約

し，東京電力パワーグリッド（株）

に情報提供を行う体制整備を行う。 

・停電の見通しの情報など，防災行

政無線や広報車による広報を行うと

ともに，レディオ湘南と連携を図

り，周知を行う。 

 

(2) 停電の影響により，暑さ対策などを

目的とした一時滞在所について，早

期設置が必要であること。 

・停電の状況に応じて，一時滞在所

を早期設置できるよう，開設の考え

方を含めて，関係部局による協議を

行う。 

 

６ 業務継続について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 災害対応及び計画運休等による人員

不足を想定した，業務継続の在り方

を再確認すること。 

 

・部局ごとに，今回の対応を踏まえ

て，業務継続計画について見直しを

行う。 
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７ 急傾斜地崩壊危険区域及び土砂災害警戒区域について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 未整備の急傾斜地崩壊危険区域につい

て，より迅速な対応が求められている

こと。 

・急傾斜地崩壊危険区域の工事につ

いては神奈川県の事業であるが，事

業の重要性から本市において地権者

調整を行い，地域と一緒に未着手地

域に対して早期に対策を講じるよう

に神奈川県に働きかけている。ま

た，指定されていない危険と思われ

る箇所についても，新たに急傾斜地

崩壊危険区域に指定されるように地

権者調整を行い，神奈川県に働きか

けている。 

(2) 土砂災害警戒区域に指定されている

中の公共市有地について，法面の崩

壊があったことから（御所ヶ谷緑

地），未整備の箇所について，より迅

速な対応が求められていること。 

・土砂災害警戒区域に指定されてい

る公園、緑地及び市有山林について

は、計画に沿って対策をしてきた

が、前倒しでの実施が可能か検討を

進める。 

・またその他の施設についても、現

在実施している工事の完了後、専門

業者による調査を実施していない箇

所について調査を行う。 

(3) 土砂災害警戒区域・急傾斜地崩壊危

険区域やその周辺に住む地域住民に

対して，風水害時に避難を行うよう

周知を図ること。 

 

・これまで地区ごとに説明会を実施

しているが，未実施の３地区（片

瀬，村岡，藤沢）で，早期に説明会

を開催し，周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 8 - 

 

８ 支援策について 

番号 課題 今後の考え（案） 

(1) 市の支援制度について，複数の部署

で行っているため，一元的な情報提

供が必要であること。 

・支援制度について，対象者の条件

等を整理し，フロー図等わかりやす

い資料の作成を行う。 

・ホームページに，支援策をまとめ

たページを作成し，順次，情報の更

新を図る。 

 

(2) 罹災証明書の発行に時間を要してい

るため，より迅速な対応が求められ

ていること。 

・被害写真だけで判定する「自己判

定方式」を導入したため，広く周知

を図る。 

(3) 各種支援策の拡大が求められている

こと。 

・国，県等による支援制度につい

て，情報収集を行うとともに，活用

できる制度については，積極的に検

討を行う。 

(4) 被害状況に応じて，ボランティアの

確保を図る必要があること。 

・特定非営利活動法人藤沢災害救援

ボランティアネットワーク，藤沢市

社会福祉協議会，市の三者協定に基

づき，災害救援ボランティアセンタ

ーの開設やサテライトセンターの設

置について，具体的な調整を進め

る。 

 

以 上 


